
日本年金機構における令和６年度の広報活動

基本的な
考え方

日本年金機構に
おける広報活動

年金制度を実務にする、すなわち「無年金・低年金の発生を防止し、制度の公平性を維持し、正確に給付する」という、
当機構に与えられたミッションの実現を目的に、公的年金事業に対する理解と信頼の確保に向け、国民の皆さまに対し、
その目線に立ち、国民の皆さまが求める情報を分かりやすく提供すること

令和6年度の
広報活動

組織目標「更なる高みへの挑戦 －信頼され続ける組織であるために－」のもと、以下の重点取組施策の実行にあたり
必要な広報活動を実施する。

・「基幹業務の安定的かつ着実な推進」「年金制度改正等の事項に係る円滑かつ着実な対応」を通じた、
我が国社会の国民生活の安心と安定の確保

・「デジタル化への積極的な対応」を通じた、更なるお客様の利便性向上、及び正確・迅速かつ効率的な事務処理の実現

※ 下線は令和6年度制度改正等及び提供開始サービス等に関するもの

■ 基幹業務_国民年金

○ 若年層に対する確実な適用や保険料納付に向けた周知

○ 多言語で説明したパンフレットや関係機関との連携等を通じた外国人への
制度周知

○ 口座振替・クレジットカード納付の実施率向上、多様な納付方法の周知

■ 基幹業務_厚生年金保険

○ 短時間労働者の適用拡大(※)を受けた事業主・従業員双方に対する周知・広報

※ 令和6年10月～ 被保険者数50人超規模の企業まで対象拡大

■ 基幹業務_年金給付

○ 老齢年金の請求における電子申請（令和6年6月開始予定）の利用促進に関する
周知

○ 年金受給者に係る定額減税に関する周知

■ その他の広報活動

○ 各種お知らせへの二次元コード付与によるホームページへの誘導促進・
情報提供充実

○ 機構ホームページにおける動画ポータルサイト（仮称）の新設

○ 年金セミナー・年金制度説明会の充実

■ サービスのオンライン化_事業所向けサービス

○ 電子申請割合の向上（中小規模の事業所等への利用勧奨など）

○ オンライン事業所年金情報サービス（※）の拡充・利用促進、

電磁的記録媒体による被保険者情報の提供廃止に向けた周知・広報

※ 事業所に対し保険料額等を電子的に提供するサービス

■ サービスのオンライン化_個人向けサービス

○ これまで開始した各種電子申請・電子送付サービスの利用促進

・ 国民年金に関する各種電子申請
・ 扶養親族等申告書の電子申請
・ 源泉徴収票・控除証明書の電子送付

○ オンライン文書相談の試行実施に関する周知

令和6年度の広報活動における重点事項は次のとおり。
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区分 主な掲載内容 前年比

年金の制度・手続き 老齢年金の制度・手続き ＋1,032万件

年金のご相談
（電話・窓口）

事務所所在地・ねんきん

ダイヤル等
＋406万件

○ 老齢年金請求書は受給開始年齢に到達した方にお送りするところ、
同請求書の送付件数は年によって増減がある（※）。
令和5年は前年に比べ1.7倍の送付規模であった。

※ 特別支給の老齢厚生年金について、令和4年の送付対象は「同年中に62歳に
到達する女性」、令和5年の送付対象は「同年中に62歳に到達する女性と
64歳に到達する男性」であった。

○ この影響から、同請求書に関する記事のアクセス数が増加し、
老齢年金の制度等に関する情報が載る「年金の制度・手続き」や、
年金事務所の所在地や「ねんきんダイヤル」に関する情報が載る

「年金のご相談（電話・窓口）」のアクセス数が大きく伸長した。
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総アクセス数 2億2,382万件 2億4,017万件

対前年比 ＋4.2％ ＋6.8%

【アクセス数が増えた要因の分析】

（参考）令和５年度広報活動の実績報告① ホームページのアクセス数

令和5年の総アクセス数は、令和4年に続き過去最高を記録し、2億4,017万件に達した。
老齢年金請求書送付件数が前年比で1.7倍となったこと等が、アクセス数の増加に結び付いたものと分析できる。
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〔単位：万件〕
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月間アクセス数
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令和5年6月：令和5年度の年金額をお知らせする通知の送付等
（3年振りの増額改定）
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④ 広報媒体に関する内規の改正

事業担当部署が行う作業の拠り所となる内規の改正

①「日本に住む外国人」に向けた「平易な日本語」による説明記事の新設

既設の英語版記事を元に平易な日本語により年金制度を説明した記事を新設
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②「災害関連情報」ページの改善

被災された方が情報にたどり着きやすいよう
過去の特例措置が並んでいたページを改善

ホームページ X（旧Twitter）

より分かりやすい
情報提供の実現

「望ましい記事の作成例」に
関する記載の拡充

・記事冒頭に「目次」や
「ガイダンス」を設置

・見出しを用い情報を構造化

投稿に画像を掲載する際の
取扱いを明記

事業担当部署における
作業効率の向上

事業担当部署が掲載依頼を
広報室あて行う際提出する
資料を図示化

事業担当部署が投稿依頼を
広報室あて行う際提出する
シートに「文字数・表記ゆれ
チェック機能」を搭載

「国民年金は、日本に住む20歳から59歳の人がみんな入ります。
年をとったときや、病気やけがで障害が残ったとき、
一家の働き手が亡くなったときの生活を支える『基礎年金』
をもらうことができます。」

（参考）令和５年度広報活動の実績報告② 広報活動における各種改善

情報の区分 見出し

令和6年能登半島地震関連など
「個別の災害に関する情報」 ▶ 「お知らせ」

保険料の免除に関する情報など
「災害に関する一般的な情報」 ▶

「震災・風水害・その他
の災害で被災したとき」

③ 各種通知等への二次元コードの掲載の推進

各種通知やリーフレットへの二次元コードの掲載を通じ
疑問の解決などに役立つ情報を提供

二次元コードが
載るお客様向け

文書件数

令和4年末 令和5年末

84件 ▶ 109件



（参考）令和５年度広報活動の実績報告③ 年金セミナー・制度説明会の開催／エッセイの募集

年金セミナー 年金制度説明会

わたしと年金エッセイ

高校生・大学生等に年金制度の意義や仕組み

について理解を深めていただくための「年金

セミナー」を、各学校のニーズやご要望に応

じて対面、オンライン、動画提供により実施。

実施回数： 2,104回（前年同期比 +57回）

参加人数：100,801人 (前年同期比+4,031人）

〔令和5年12月末現在〕

【オンラインによる年金セミナー】

【年金セミナー用動画（DVD）】

企業等からの届出適正化の推進を目的として、本部から統一した資料を提

供し、社会保険事務担当者向け制度・事務手続説明会を対面、オンライン

により実施。

実施回数： 1,746回（前年同期比 △1,390回）

参加人数：74,255人（前年同期比 +20,837人） 〔令和5年12月末現在〕

対面やオンラインでの実施が困難な教育機関に対しては、動画を収録した

DVDを配付。令和5年度は「知っておきたい年金のはなし」「国民年金ってホ

ントに必要なの！講座」「20歳になったら国民年金」「厚生労働省が作成し

た『年金クイズ動画』」に加え、新たに「公的年金はみんなの強い味方」の

動画を作成・収録した。また、これらの動画は、受講者の興味を惹くよう対

面でのセミナーにおける冒頭のアイスブレイク等に活用。

令和５年度
新規収録

年金制度をより身近なものとなるよう6月～9月の間エッセイを募集。

全国から1,609件の応募があり、11月30日に厚生労働省で表彰式を実施。

また、令和4年度受賞作品（厚生労働大臣賞、日本年金機構理事長賞）の

朗読動画を作成し、機構ホームページに公開。
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